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はじめに 

 

 養老町では、第五次総合計画に替わるまちづくりの新たな総合的なナビゲーションとし

て「養老町まちづくりビジョン（以下「まちづくりビジョン」という。）」を令和３年２月に

策定し、その計画期間が同年４月からスタートしました。 

このようななか、令和２年７月に町内で初感染が確認された新型コロナウイルス感染症

が長期間にわたり感染拡大を続ける厳しい状況は緩和されつつあるものの、町民生活や地

域経済への影響は依然として続いています。さらには、ロシアによるウクライナ侵略などの

影響により、世界規模で不確実性が高まり、原油や穀物等の国際価格は変動を伴いながら高

い水準で推移しはじめ、円安の進行も重なり、輸入物価の上昇が家計や経済活動に大きな影

響を与えています。 

これらの状況を踏まえ、町では、まちづくりビジョンに定める「実現したいまちの姿（10

の戦略）」を達成するため、令和４年度に引続き、新型コロナウイルス感染症対応地方創生

臨時交付金（以下「地方創生臨時交付金」という。）を活用し、感染症対策及び物価高騰対

策を幅広く実施することとしました。 

ここでは、令和５年度中に地方創生臨時交付金の交付決定を受け、実施した９事業につい

て、その評価を報告します。 

また、令和５年 11月に新たに創設された「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（以

下「重点支援地方交付金」という。）」については、令和５年度中に交付決定を受けているも

のの、全ての対象事業を令和６年度へ繰越すこととしたため、別途その評価を報告すること

とします。 
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１．地方創生臨時交付金とは 

 

 地方創生臨時交付金は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止するとともに、感染

拡大の影響を受けている地域経済や住民生活を支援し地方創生を図るため、地方公共団体

が地域の実情に応じてきめ細やかに必要な事業を実施できるよう、国において創設されま

した。地方創生臨時交付金は新型コロナウイルス感染症への対応として必要となる、以下を

目的とした事業であれば、原則として使途に制限はありません。本町においても、地方創生

臨時交付金を活用し、感染拡大防止や地域経済・住民生活支援などの取り組みを行っていま

す。 

 

・感染拡大の防止 

・地域経済や住民生活への支援 

・事業継続や雇用維持等への対応 

・地域経済の活性化等への対応 

・ポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環の実現 

 

令和３年４月には、緊急事態宣言の発出により、人流が減少し、経済活動への影響が全国

的に生じることを踏まえ、その影響を受ける事業者に対し、地域の実情に応じた支援の取組

みを確実に実施できるよう特別枠として「地方創生臨時交付金（事業者支援分）」が創設さ

れました。 

 また、令和４年４月には、ロシアによるウクライナ侵略や円安の進行による原油価格・物

価高騰等に対応するため、コロナ禍において原油価格や電気・ガス料金を含む物価の高騰の

影響を受けた生活者や事業者の負担を軽減するための事業を実施できるよう「地方創生臨

時交付金（コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分）」が創設されました。 

 さらには、令和４年９月に、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者

や事業者に対して、重点的・効果的に活用する「地方創生臨時交付金（電力・ガス・食料品

等価格高騰重点支援地方交付金）」が創設されました。 

令和５年３月には、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者

に対し、地方公共団体が地域の実情に合わせて必要な支援をきめ細やかに実施できるよう、

「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」に低所得世帯への支援のための「低

所得世帯支援枠」が措置されました。 
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２．地方創生臨時交付金交付限度額 

 

 本町に配分された地方創生臨時交付金の交付限度額は、次のとおりです。 

 

通知日 種別 交付限度額 

令和５年３月 29 日 推奨事業メニュー分 84,596 千円 

令和５年５月 11 日 低所得世帯支援枠分Ⅰ 49,345 千円 

令和５年８月８日 国庫補助事業の地方負担分 107 千円 

令和６年１月 19 日 低所得世帯支援枠分Ⅱ 12,243 千円 

交付限度額計 146,291 千円 

  

令和４年度に創設された電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金の推奨事業メ

ニュー分 84,596 千円や令和５年３月に創設された電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援

地方交付金の低所得世帯支援枠分 61,588 千円など、総額 146,291 千円が地方創生臨時交付

金の交付限度額として配分されました。 

また、令和５年 11月に創設された重点支援地方交付金では、推奨事業メニュー分 58,589

千円及び低所得世帯支援枠分 109,040 千円、総額 167,629 千円が交付限度額として示され

ています。このうち推奨事業メニュー分については、物価高騰の長期化に対応するため、令

和６年度へ本省繰越しました。 

 

 

３．地方創生臨時交付金対象事業の考え方 

 

 本町では、低所得世帯支援枠分を活用した住民税非課税世帯への給付金給付事業に加え、

物価高騰の影響を受ける生活者及び事業者に対する直接的・間接的支援を優先することと

し、地方創生臨時交付金対象事業を検討・実施しています。 

 

総合経済対策に係る地方創生臨時交付金対象事業の内訳 

 

 

事業
件数

総事業費
地方創生

臨時交付金
充当額

事業
件数

総事業費
地方創生

臨時交付金
充当額

事業
件数

総事業費
地方創生

臨時交付金
充当額

事業
件数

総事業費
地方創生

臨時交付金
充当額

④-Ⅰ 原油価格高騰対策 1 942,468 942,468 1 942,468 942,468

④-Ⅲ 新たな価格体系への適応の円滑化に向けた
    中小企業対策等

1 3,713,308 3,713,308 1 3,713,308 3,713,308

④-Ⅳ コロナ禍において物価高騰等に直面する
   -生活困窮者等への支援

1 107,000 107,000 4 79,774,150 79,774,150 2 59,651,049 59,651,049 7 139,532,199 139,532,199

合計 1 107,000 107,000 6 84,429,926 84,429,926 2 59,651,049 59,651,049 9 144,187,975 144,187,975

緊急経済対策の区分

（単位：件、千円）
合計通常分 低所得世帯支援枠分推奨事業メニュー分
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４．取組・評価 

 

 本町では、まちづくりビジョンに定める「実現したいまちの姿（10 の戦略）」を達成す

るため、地方創生臨時交付金を活用し、物価高騰の影響を受ける生活者及び事業者に対す

る支援を実施することで、町民生活を守り、地域経済の活性化を図ることとしています。

ここでは、まちづくりビジョンの体系に沿って、地方創生臨時交付金実施計画に記載した

事業の評価を公表します。 

 養老町では、まちづくりビジョンに掲げる将来像「人があつまり 楽しく生きがいのある

まち」の実現を目指して、適時・適切な対策を引き続き実施してまいります。 
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まちづくりビジョンの体系と地方創生臨時交付金対象事業との関係 

 
  

 

 

 

基本理念／将来像 施策の大綱 実現したいまちの姿（10の戦略） 区　分 事業数

①タウンプロモーション

②住民参画と地域協働

③コミュニティの活性化

④多文化共生

⑤地域間・国際交流

⑥文化活動

⑦歴史文化

①地域循環共生圏

②ごみと廃棄物

①学校教育

②生涯学習

③生涯スポーツ

①幼児教育

②青少年育成

(５)すべての人権が尊重されるまち ①人権・男女共同参画 0

①健康

②地域福祉

③子育て支援

④高齢者・介護

⑤障がい者・児

①防犯

②交通安全

③消費生活

④防災

①公共交通

②道路網

③情報基盤

④市街地、集落環境

⑤住環境

⑥上下水道

①農業・林業・水産業

②商業・工業

③観光

④雇用・就労

①行政サービスの向上

②人事機能の強化

③自治体経営

④まちづくりビジョンを中心とする

　マネジメント機能の強化

0

0

2

0

0

0

2

0

5

(１)多くの関係人口を有するまち

(７)安全対策が充実し、安心して暮らせるまち

(10)まちづくりビジョンを実行し、実現できるまち

(８)生活や交流の基盤が整ったまち

(９)多様な産業が活発なまち

(６)みんなが支えあい、健康で安心して暮らせるまち

(４)子どもたちが健全に成長できるまち

(３)質の高い教育が実施されるまち

(２)循環型で持続可能なまち

４．活力あふれる基盤づくり

人
と
地
域
を
結
ぶ
ま
ち
づ
く
り
　
／
　
人
が
あ
つ
ま
り
　
楽
し
く
生
き
が
い
の
あ
る
ま
ち

１．魅力あふれる地域づくり

２．未来を担う人づくり

３．安心・安全な生活基盤づくり

５．行政経営機能の強化
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令和５年３月末時点

３．質の高い教育
が実施されるまち

9 重点交付金

④-Ⅳ．コ
ロナ禍に
おいて物
価高騰等
に直面す
る生活困
窮者等へ
の支援

②エネル
ギー・食
料品価格
等の物価
高騰に伴
う子育て
世帯支援

給食デザート補
助

教育総務課

①物価高騰により食材が値上げし、理想的な
栄養基準値を満たす給食の提供が難しくなっ
てきたため。
②学校より食材の高騰により給食運営が困難
になってきているとの相談あり。

①コロナ禍における物価高騰を受け、給食用食材（精米）や給食のデザートを
公費負担することにより、保護者負担を増やすことなく給食費を維持するとと
もに、給食の質や量を落とさず給食を提供し、子ども達の食への楽しみを支
援する。
②需用費（食糧費）
③小学校　食材分（精米）：児童数1,138人×＠330円＝375,540円・デザート
分：児童数1,138人×＠250円×11ケ月＝3,129,500円 　合計3,505,040円
中学校　食材分（精米）：生徒数714人×＠330円＝235,620円・デザート分：生
徒数714人×＠250円×11ケ月＝1,963,500円　合計2,199,120円
④養老町立小中学校に在籍する児童生徒

R5.4.1 R6.3.31 5,580,833        5,580,833        

①学校給食のメニューにおいて、主食（ご飯・パ
ン・麺等）１種類、おかず２種類以上を提供する日
数
②小学校190日・中学校198日
③小学校189日・中学校195日

①食材単価の高騰があったものの、給食の質と量
を維持することができた。
②給食への支援を継続する。

３．質の高い教育
が実施されるまち

10 重点交付金

④-Ⅳ．コ
ロナ禍に
おいて物
価高騰等
に直面す
る生活困
窮者等へ
の支援

②エネル
ギー・食
料品価格
等の物価
高騰に伴
う子育て
世帯支援

給食費公費負担 教育総務課

①物価高騰により食材が値上げし、理想的な
栄養基準値を満たす給食の提供が難しくなっ
てきたため。
②学校より食材の高騰により給食運営が困難
になってきているとの相談あり。

①コロナ禍による物価高騰の影響を受ける子育て世帯を支援するため、給食
費の一部公費負担し、保護者の経済的負担の軽減を図る。
②負担金補助及び交付金
③小学校　児童数1,138人×給食費月額4,500円×11か月×公費負担分割合
2割＝11,266,200円
中学校　生徒数714人×給食費月額5,300円×11か月×公費負担分割合2割
＝8,325,240円
④養老町立小中学校に在籍する児童生徒の保護者

R5.4.1 R6.3.26 17,286,120       17,286,120       

①補助する児童生徒数
②小学校1,133人・中学校711人
③小学校平均1,100人・中学校平均695人
　給食費の値上げなし

①食材単価の高騰があったものの、給食の質と量
を維持しつつ、学校給食費を据え置くことで、子育
て世帯の負担軽減を図ることができた。
②給食への支援を継続する。

６．みんなが支えあ
い、健康で安心し
て暮らせるまち

1 重点交付金

④-Ⅳ．コ
ロナ禍に
おいて物
価高騰等
に直面す
る生活困
窮者等へ
の支援

－

物価高騰に伴う
低所得世帯支援
事業【低所得者
世帯給付金】

健康福祉課

①エネルギー・食料品等の物価高騰による負
担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい低
所得世帯（住民税非課税世帯等）に対し、経
済的支援を実施する必要があったため。
②特になし。

①コロナ禍においてエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた
低所得者を支援するため、令和５年度の住民税均等割非課税世帯１世帯あ
たりに対し３万円を給付する。
②交付金
③低所得世帯支援給付金1,895世帯×＠30,000円＝56,850,000円
④令和５年度の住民税均等割非課税世帯

R5.8.17 R6.1.19 56,700,000       56,700,000       

①対象者への給付率
②90％以上
③91.5％＝A÷B
（A給付世帯数1,890世帯、B対象世帯2,063世帯）

①非課税世帯に対し、給付金（３万円）を給付した
ことで、価格高騰の影響を受ける低所得世帯の支
援を実施することが出来た。
②特になし。

６．みんなが支えあ
い、健康で安心し
て暮らせるまち

2 重点交付金

④-Ⅳ．コ
ロナ禍に
おいて物
価高騰等
に直面す
る生活困
窮者等へ
の支援

－
物価高騰に伴う
低所得世帯支援
事業（事務費）

健康福祉課

①エネルギー・食料品等の物価高騰による負
担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい低
所得世帯（住民税非課税世帯等）に対し、経
済的支援を実施する必要があったため。
②特になし。

①コロナ禍においてエネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた
低所得者を支援するため、令和５年度の住民税均等割非課税世帯１世帯あ
たりに対し３万円を給付するにあたって必要な事務経費。
②消耗品費、印刷製本費、通信運搬費、手数料、委託料
③事務消耗品代100,000円、コピー用紙@2,000円×10箱×1.1＝22,000円、給
付金申請書記載例＠10円×2,100枚×1.1＝23,100円、給付金申請書添付書
類貼付台紙＠4円×2,100枚×1.1＝9,240円、封筒印刷代（通知・返信用）＠
10円×2,100枚×2種類×1.1＝46,200円、チラシ印刷代＠12円×2,100枚×
1.1×２種類＝55,440円、郵送料金（通知用）＠84円×2,100件＝176,400円、
郵送料金（返信用）＠104円×2,100件＝218,400円、郵送料金（決定通知用）
＠84円×2,100件＝176,400円、口座振込手数料＠220円×2,100件＝
462,000円、再振込等手数料＠1,100円×80件＝88,000円、給付金対応業務
委託料2,800,000円×1.1＝3,080,000円、受付事務スタッフ派遣＠2,000円×8
時間×40日×2名×1.1＝1,408,000円
④令和５年度の住民税均等割非課税世帯

R5.5.19 R6.2.9 2,951,049        2,951,049        

①対象者への給付率
②90％以上
③91.5％＝A÷B
（A給付世帯数1,890世帯、B対象世帯2,063世帯）

①非課税世帯に対し、給付金（３万円）を給付した
ことで、価格高騰の影響を受ける低所得世帯の支
援を実施することが出来た。
②特になし。

６．みんなが支えあ
い、健康で安心し
て暮らせるまち

7 重点交付金

④-Ⅳ．コ
ロナ禍に
おいて物
価高騰等
に直面す
る生活困
窮者等へ
の支援

③消費下
支え等を
通じた生
活者支援

プレミアム付商
品券事業（重点
交付金分）

産業観光課

①物価高騰により、事業者の売り上げが大幅
に減少しており、救済手段の確立が必要と
なったため。
②養老町商工会からの要望

①コロナ禍において物価高騰等の影響を受けている生活者を支援するため、
プレミアム付商品券を販売する。
②負担金補助及び交付金
③その他補助金17,449千円
10,000千円（プレミアム分：50,000千円×20％）＋7,449千円（商工会事務費）
うち本事業分17,342千円、№14プレミアム付商品券事業分107千円
④住民

R5.4.1 R6.3.27 17,284,549       17,284,549       
①プレミアム商品券の販売金額に対する利用率
②99％以上
③99％

①プレミアム商品券（紙版、電子版）を販売し養老
町内店舗での消費を促せた。
②更なる地域経済の活性化に向け販売金額や方
法など検討する。

６．みんなが支えあ
い、健康で安心し
て暮らせるまち

12 重点交付金

④-Ⅳ．コ
ロナ禍に
おいて物
価高騰等
に直面す
る生活困
窮者等へ
の支援

②エネル
ギー・食
料品価格
等の物価
高騰に伴
う子育て
世帯支援

養老町子育て世
帯物価高騰対策
給付金事業

子ども課
①食費等の物価高騰に直面し影響を受けて
いる子育て世帯に対し、生活の支援を行う。
②特になし

①コロナ禍における物価高騰等の影響を受ける子育て世帯を支援するため、
高校生以下の児童1人につき1万５千円の給付を行う。
②需用費（消耗品費）、役務費（通信運搬費・手数料）、委託料、負担金補助
及び交付金
③封筒代＠9.9円×2,650人=26,235円、用紙＠1,386円×16冊=22,176円、＠
2,178円×51箱=111,078円、ファイル等＠5,258円×5箱＝26,290円、＠6,116
円×2箱＝12,232円　郵送代＠94円×2,650人=249,100円、振込手数料＠220
円×2,650人=583,000円、再振込1,100円×27人＝29,700円、システム改修
810,000×1.1＝891,000円、給付金＠15,000円×2,650人＝39,750,000円
④対象者　令和5年4月1日時点で中学生以下の児童を養育する子育て世帯
及び令和5年4月2日から令和6年4月1日に出生した児童を養育する子育て世
帯

R5.10.12 R6.3.29 39,622,648       39,622,648       
①給付率
②90％以上
③100％

①コロナ禍における物価高騰等の影響を受ける子
育て世帯を支援することができた。
②今後も食費等の物価高騰等の影響を受ける子
育て世帯を支援していく。

令和５年度臨時交付金事業評価シート

事業費決算額（円）

成果目標
①指標
②目標値
③実績値

効果及び方向性
①効果
②物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の
創設に伴う今後の方向性

事業開始
年月日

事業完了
年月日

事

業

番

号

事業の必要性
①必要となった理由
②関連する要望等

交付金の区分養老町まちづくり
ビジョンとの関係

経済対策
との関係

事業名 所管課

事業の概要（実施計画ベース）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付金充当額（円）
推奨事業
メニュー
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事業費決算額（円）

成果目標
①指標
②目標値
③実績値

効果及び方向性
①効果
②物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の
創設に伴う今後の方向性

事業開始
年月日

事業完了
年月日

事

業

番

号

事業の必要性
①必要となった理由
②関連する要望等

交付金の区分養老町まちづくり
ビジョンとの関係

経済対策
との関係

事業名 所管課

事業の概要（実施計画ベース）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

交付金充当額（円）
推奨事業
メニュー

６．みんなが支えあ
い、健康で安心し
て暮らせるまち

14 通常交付金

④-Ⅳ．コ
ロナ禍に
おいて物
価高騰等
に直面す
る生活困
窮者等へ
の支援

－
プレミアム付商
品券事業（通常
分）

産業観光課

①物価高騰により、事業者の売り上げが大幅
に減少しており、救済手段の確立が必要と
なったため。
②養老町商工会からの要望

①コロナ禍において物価高騰等の影響を受けている生活者を支援するため、
プレミアム付商品券を販売する。
②負担金補助及び交付金
③その他補助金17,449千円
10,000千円（プレミアム分：50,000千円×20％）＋7,449千円（商工会事務費）
うち本事業分107千円、№7プレミアム付商品券事業分17,342千円
④住民

R5.4.1 R6.3.27            107,000            107,000
①プレミアム商品券の販売金額に対する利用率
②99％以上
③99％

①プレミアム商品券（紙版、電子版）を販売し養老
町内店舗での消費を促せた。
②更なる地域経済の活性化に向け販売金額や方
法など検討する。

９．多様な産業が
活発なまち

8 重点交付金
④-Ⅰ．

原油価格
高騰対策

⑥農林水
産業にお
ける物価
高騰対策

支援

農業水利施設省
エネ推進事業費
補助金

産業観光課

①農業水利施設(特に排水機）は公共・公益
性が高いインフラ施設であるが、維持管理費
用に占める電力料の割合が高く、電力料高騰
による影響が大きいため支援が必要となって
いる。
②土地改良区等からの要望

①コロナ禍において電力料金高騰の影響を受ける土地改良区等を支援する
ため、電力料金の上昇分を補助する。
②補助金
③土地改良区（18施設）
11,536,017円（高騰分）-8,027,000円（県補助額）=3,509,017円
※高騰分内訳　56,233,825円（R5見込）-44,697,808円（R4実績）=11,536,017
円
水利組合（11施設）
3,251,271円（高騰分）-2,263,000円（県補助分）=988,271円
※高騰分内訳　9,911,030円（R5見込）-6,659,759円（R4実績）=3,251,271円
総計　3,509,017円（土地改良区）+988,271円（水利組合）=4,497,288円
④養老町内の土地改良区等

R5.4.1 R6.3.29 942,468           942,468           

①土地改良区(18施設)及び水利組合(11施設)へ
の負担転嫁
②0円
③0円

①県補助事業にあわせて、県補助対象外（補助
裏）額を補助することで、土地改良区等の電力料
金の負担軽減が図られた。
②電気料金高騰の影響を受ける土地改良区等に
対する財政支援を検討する。

９．多様な産業が
活発なまち

13 重点交付金

④-Ⅲ．
新たな価
格体系へ
の適応の
円滑化に
向けた中
小企業対

策等

⑥農林水
産業にお
ける物価
高騰対策

支援

養老町肥料コス
ト低減体系構築
促進事業

産業観光課

①化学肥料の高騰等により、農業経営に影響
がでている。有機肥料である堆肥の購入費等
を支援することで、経営の安定化を図るととも
に、化学肥料を利用する慣行の施肥体系から
有機肥料の利用等による肥料コスト低減体系
への転換・構築の促進を図る必要がある。
②農業者等からの要望

①コロナ禍における物価高騰の影響により化学肥料から有機肥料への転換
を図る耕種農家に対し、有機肥料の購入費等の一部を支援することにより経
営の安定化を促進する。
②事業周知用チラシ印刷費、補助金
③チラシ印刷　100枚×＠200円×1.1＝22,000円、
　補助単価1,200(円/10a)×想定対象面積36,191a＝4,342,920円
④耕種農家（認定農業者に限る）

R5.6.1 R6.3.25 3,713,308        3,713,308        
①堆肥の散布面積
②36,191ａ
③21,980a

①化学肥料に代えて、有機肥料である堆肥を散布
する耕種農家に対し、堆肥の購入費の一部を支援
することで経営安定化につながった。
②農産物生産に係る資材高騰の影響を受ける農
業者に対し、経営安定化のためにも、引き続き資
材負担を軽減するような支援を検討する。
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